
(a)　施設・公物設置管理の基準　＜厚生労働省＞

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針
条例制定
の主体

10 2

就学前の子どもに
関する教育、保育等
の総合的な提供の
推進に関する法律

第3条 第1項
認定こども園の設備・運営
基準

（教育、保育等を総合的に提供する施設の認定等）
第三条 　幼稚園又は保育所等（以下「施設」という。）の設置者（都道府
県を除く。）は、その設置する施設が次に掲げる要件に適合している旨
の都道府県知事（保育所に係る児童福祉法 の規定による認可その他
の処分をする権限に係る事務を地方自治法 （昭和二十二年法律第六
十七号）第百八十条の二 の規定に基づく都道府県知事の委任を受けて
当該都道府県の教育委員会が行う場合その他の文部科学省令・厚生
労働省令で定める場合にあっては、都道府県の教育委員会。以下同
じ。）の認定を受けることができる。
一 　当該施設が幼稚園である場合にあっては、幼稚園教育要領（学校
教育法第二十五条 の規定に基づき幼稚園の教育課程その他の保育内
容に関して文部科学大臣が定めるものをいう。）に従って編成された教
育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、当
該幼稚園に在籍している子どものうち児童福祉法第三十九条第一項 に
規定する幼児に該当する者に対する保育を行うこと。
二 　当該施設が保育所等である場合にあっては、児童福祉法第三十
九条第一項 に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外
の満三歳以上の子ども（当該施設が保育所である場合にあっては、当
該保育所が所在する市町村（特別区を含む。以下同じ。）における同法
第二十四条第二項 に規定する保育の実施に対する需要の状況に照ら
して適当と認められる数の子どもに限る。）を保育し、かつ、満三歳以上
の子どもに対し学校教育法第二十三条 各号に掲げる目標が達成され
るよう保育を行うこと。
三 　子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及
び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と
認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で
行うこと。
四 　文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の設備及び
運営に関する基準を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準に適
合すること。

廃止又は条例委任 1
参酌すべき基準の
一層の弾力化、大
綱化

○（ただし、
第4号に規定
する基準は
「従うべき基
準」及び「標
準」には該当

しない。）

※

（１） ○
　　１～２号

（２） ○
　　４号

（１）平成２２年通常国会
　条例に委任した上で、「従うべき基準」
とする。なお、現在、厚生労働省におい
て、保育制度の改革を含む次世代育成
支援改革の検討が進められており、文部
科学省と厚生労働省が連携して、財政
当局とも調整しつつ、この改革の検討と
あわせて、認定こども園制度の改革につ
いて検討。

（２）既に参酌基準となっており、条例に
委任しているところ。

10 2

就学前の子どもに
関する教育、保育等
の総合的な提供の
推進に関する法律

第3条 第2項
認定こども園の設備・運営
基準

２ 　幼稚園及び保育所等のそれぞれの用に供される建物及びそ
の附属設備が一体的に設置されている場合における当該幼稚園
及び保育所等（以下「幼保連携施設」という。）の設置者（都道府
県を除く。）は、その設置する幼保連携施設が次に掲げる要件に
適合している旨の都道府県知事の認定を受けることができる。
一 　次のいずれかに該当する施設であること。
　イ　当該幼保連携施設を構成する保育所等において、満三歳以
上の子どもに対し学校教育法第二十三条 各号に掲げる目標が
達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり
当該幼保連携施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制
が確保されていること。
　ロ　当該幼保連携施設を構成する保育所等に入所していた子ど
もを引き続き当該幼保連携施設を構成する幼稚園に入園させて
一貫した教育及び保育を行うこと。
二 　子育て支援事業のうち、当該幼保連携施設の所在する地域
における教育及び保育に対する需要に照らし当該地域において
実施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適
切に提供し得る体制の下で行うこと。
三 　文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の設
備及び運営に関する基準を参酌して都道府県の条例で定める認
定の基準に適合すること。

廃止又は条例委任 1
参酌すべき基準の
一層の弾力化、大
綱化

○（ただし、
第3号に規定
する基準は
「従うべき基
準」及び「標
準」には該当

しない。）

※

（１） ○
　　１号

（２） ○
　　３号

（１）平成２２年通常国会
　条例委任した上で「従うべき基準」とす
る。なお、現在、厚生労働省において、
保育制度の改革を含む次世代育成支援
改革の検討が進められており、文部科学
省と厚生労働省が連携して、財政当局と
も調整しつつ、この改革の検討とあわせ
て、認定こども園制度の改革について検
討。

（２）既に参酌基準となっており、条例に
委任しているところ。

21 6 児童福祉法 第45条 第2項
児童福祉施設の設備・運
営基準

② 　児童福祉施設の設置者及び里親は、前項の最低基準を遵
守しなければならない。

廃止又は条例委任 3

（保育所の場
合）

・「保育士」、
「嘱託医」の
資格は「従う
べき基準」に

該当。
・保育士の数
は「標準」に

該当

※

○
　　（ただし、「人員配置基準」「居
室面積基準」「人権に直結する
運営基準等（調理室を含む。）」
に限り×）

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」「居室面積基準」
「人権に直結する運営基準等（調理室を
含む。）」については、条例に委任した上
で、「従うべき基準」とする。ただし、東京
等に限り、待機児童解消までの一時的
措置として、「居室面積基準」のみ「標
準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条
例委任した上で、「参酌すべき基準」とす
るなど第３次勧告どおりとする。

法改正時期又は対応案等

第３次勧告
条例制定
に関する
国の基準

備考

地方要望分

貴府省の対応

可否
講ずべき措置

分野 通番 法律 条 項
見直し対象

1



概要 該当条文（下線部） 見直しの方針
条例制定
の主体

法改正時期又は対応案等

第３次勧告
条例制定
に関する
国の基準

備考

地方要望分

貴府省の対応

可否
講ずべき措置

分野 通番 法律 条 項
見直し対象

21 12 老人福祉法 第17条 第2項
老人福祉施設の設備・運
営基準

２ 　養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置者は、前項
の基準を遵守しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○
（ただし、「人員配置基準」「居室
面積基準」「人権に直結する運
営基準」に限り×）

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」「居室面積基準」
「人権に直結する運営基準」について
は、条例に委任した上で、「従うべき基
準」とする。
 上記以外の基準（全体の約９割）につい
ては、条例委任した上で、「参酌すべき
基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

第74条 第1項
指定居宅サービス事業者
の従業者の資格

第七十四条 　指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業
所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定
める員数の当該指定居宅サービスに従事する従業者を有しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※ ×

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」については、条例委
任した上で、「従うべき基準」とする。

第74条 第2項
指定居宅サービス事業者
の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定居宅サービスの事業の設
備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○
　　（ただし、「人員配置基準」「居
室面積基準」「人権に直結する
運営基準等」に限り×）

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」「居室面積基準」
「人権に直結する運営基準等」について
は、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）につ
いては、条例委任した上で、「参酌すべ
き基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

第78条の4 第1項
指定地域密着型サービス
事業者の従業者の資格

第七十八条の四 　指定地域密着型サービス事業者は、当該指
定に係る事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生
労働省令で定める員数の当該指定地域密着型サービスに従事
する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 2 ○ ※

×
平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第78条の4 第2項
指定地域密着型サービス
事業者の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事
業の設備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 2 ○ ※

○（ただし、「人員配置基準」「居
室面積基準」「人権に直結する
運営基準等」、「小規模多機能型
居宅介護及び認知症対応型通
所介護の定員」に限り×）

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」「居室面積基準」
「人権に直結する運営基準等」について
は、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。
　「小規模多機能型居宅介護及び認知
症対応型通所介護の定員」については、
小規模多機能型居宅介護等の概念自体
に関わるものであり、「従うべき基準」と
する。
　上記以外の基準（全体の約９割）につ
いては、条例委任した上で、「参酌すべ
き基準」とするなど、第３次勧告どおりと
する。

介護保険法1421
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概要 該当条文（下線部） 見直しの方針
条例制定
の主体

法改正時期又は対応案等

第３次勧告
条例制定
に関する
国の基準

備考

地方要望分

貴府省の対応

可否
講ずべき措置

分野 通番 法律 条 項
見直し対象

第88条 第1項
指定介護老人福祉施設の
従業者の資格

第八十八条 　指定介護老人福祉施設は、厚生労働省令で定め
る員数の介護支援専門員その他の指定介護福祉施設サービス
に従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※ ×

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第88条 第2項
指定介護老人福祉施設の
設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護老人福祉施設の設備
及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○
　（ただし、「人員配置基準」「居
室面積基準」「人権に直結する
運営基準」に限り×）

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」「居室面積基準」「人
権に直結する運営基準」については、条
例委任した上で、「従うべき基準」とす
る。
　その他（全体の約９割）については、条
例委任した上で、「参酌すべき基準」とす
るなど第３次勧告どおりとする。

第97条 第2項
介護老人保健施設の従業
者の資格

２ 　介護老人保健施設は、厚生労働省令で定める員数の医師、
看護師、介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業
者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：医
師、看護師

○ ※ ×

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第97条 第3項
介護老人保健施設の設
備・運営基準

３ 　前二項に規定するもののほか、介護老人保健施設の設備及
び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○　（ただし、「人員配置基準」
「居室面積基準」「人権に直結す
る運営基準」に限り×）

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」「居室面積基準」「人
権に直結する運営基準」については、条
例委任した上で、「従うべき基準」とす
る。
　その他（全体の約９割）については、条
例委任した上で、「参酌すべき基準」とす
るなど第３次勧告どおりとする。

第110条 第1項
指定介護療養型医療施設
の従業者の資格

第百十条 　指定介護療養型医療施設は、厚生労働省令で定め
る員数の介護支援専門員その他の指定介護療養施設サービス
に従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※ ×

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第110条 第2項
指定介護療養型医療施設
の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設の設
備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○　（ただし、「人員配置基準」
「居室面積基準」「人権に直結す
る運営基準」に限り×）

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」「居室面積基準」「人
権に直結する運営基準」については、条
例委任した上で、「従うべき基準」とす
る。
　その他（全体の約９割）については、条
例委任した上で、「参酌すべき基準」とす
るなど第３次勧告どおりとする。

介護保険法1421
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概要 該当条文（下線部） 見直しの方針
条例制定
の主体

法改正時期又は対応案等

第３次勧告
条例制定
に関する
国の基準

備考

地方要望分

貴府省の対応

可否
講ずべき措置

分野 通番 法律 条 項
見直し対象

第115条の
4

第1項
指定介護予防サービス事
業者の従業者の資格

第百十五条の四 　指定介護予防サービス事業者は、当該指定に
係る事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働
省令で定める員数の当該指定介護予防サービスに従事する従業
者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※ ×

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第115条の
4

第2項
指定介護予防サービス事
業者の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護予防サービスに係る
介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定
介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、厚生
労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○　（ただし、「人員配置基準」
「居室面積基準」「人権に直結す
る運営基準等」に限り×）

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」「居室面積基準」「人
権に直結する運営基準等」については、
条例委任した上で、「従うべき基準」とす
る。
　上記以外の基準（全体の約９割）につ
いては、条例委任した上で、「参酌すべ
き基準」とするなど、第３次勧告どおりと
する。

第115条の
13

第1項
指定地域密着型介護予防
サービス事業者の従業者
の資格

第百十五条の十三 　指定地域密着型介護予防サービス事業者
は、当該指定に係る事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準
に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定地域密着型介護
予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 2 ○ ※ ×

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」については、条例
委任した上で、「従うべき基準」とする。

第115条の
13

第2項
指定地域密着型介護予防
サービス事業者の設備・
運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サー
ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営
に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 2 ○ ※

○（ただし、「人員配置基準」「居
室面積基準」「人権に直結する
運営基準」、「介護予防小規模多
機能型居宅介護及び介護予防
認知症対応型通所介護の定員」
に限り×）

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結
する「人員配置基準」「居室面積基準」
「人権に直結する運営基準」について
は、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。
　「介護予防小規模多機能型居宅介護
及び介護予防認知症対応型通所介護の
定員」については、介護予防小規模多機
能型居宅介護等の概念自体に関わるも
のであり、「従うべき基準」とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）につ
いては、条例委任した上で、「参酌すべ
き基準」とするなど、第３次勧告どおりと
する。

21 22 障害者自立支援法 第80条 第2項

障害福祉サービス事業、
地域活動支援センター及
び福祉ホームの設備・運
営基準

２ 　前項の障害福祉サービス事業を行う者並びに地域活動支援
センター及び福祉ホームの設置者は、同項の基準を遵守しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 3 ○ ※

○　（ただし、「人員配置基準」
「居室面積基準」「人権に直結す
る運営基準」に限り×）

(1)事平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結す
る「人員配置基準」「居室面積基準」「人
権に直結する運営基準」については、条
例委任した上で、「従うべき基準」とす
る。
　その他（全体の約９割）については、条
例委任した上で、「参酌すべき基準」とす
るなど、第３次勧告どおりとする。

注）　「条例制定に関する国の基準」欄において「○」と記載されている条項については、保育所の例（児童福祉法第24条第1項及び第45条第2項の欄に記載）に沿って「従うべき基準」、「標準」が許容される範囲を判断すること。

介護保険法1421

4



(b)　協議、同意、許可・認可・承認　＜厚生労働省＞

第6条 第1項 認可（大臣） 5① ※ ×
水道による飲料水の供給は、国民の生命・健康の維持に直結するた
め、事業の認可に関する規定を、事前の報告・届出・通知に改正する
ことは適当でなく、当該規定は存置することが適当。

第10条 第1項 認可（大臣） 5① ※ ×

水道による飲料水の供給は、国民の生命・健康の維持に直結するた
め、事業の変更認可に関する規定を、事前の報告・届出・通知に改正
することは適当でなく、当該規定は存置することが適当。
なお、事業計画の軽微な変更に該当する場合は、水道法の規定によ
り変更認可ではなく事前届出とされているが、今般の勧告の主旨を踏
まえ、水道事業者の更なる負担軽減に向けた措置として、軽微な変更
に該当する要件を大幅に拡大することについて、検討する。

第11条 第1項 許可（大臣） 5① ※ ×
水道による飲料水の供給は、国民の生命・健康の維持に直結するた
め、事業の休廃止の許可に関する規定を、事前の報告・届出・通知に
改正することは適当でなく、当該規定は存置することが適当。

第26条 認可（大臣） 5① ※ ×
水道による飲料水の供給は、国民の生命・健康の維持に直結するた
め、事業の認可に関する規定を、事前の報告・届出・通知に改正する
ことは適当でなく、当該規定は存置することが適当。

第30条 第1項 認可（大臣） 5① ※ ×

水道による飲料水の供給は、国民の生命・健康の維持に直結するた
め、事業の変更認可に関する規定を、事前の報告・届出・通知に改正
することは適当でなく、当該規定は存置することが適当。
なお、事業計画の軽微な変更に該当する場合は、水道法の規定によ
り変更認可ではなく事前届出とされているが、今般の勧告の主旨を踏
まえ、水道用水供給事業者の更なる負担軽減に向けた措置として、
軽微な変更に該当する要件を大幅に拡大することについて、検討す
る。

21 13
高齢者の医療の確
保に関する法律

第133条 第2項 協議（知事） × ※ ×

後期高齢者医療制度については、広域連合に対する都道府県の関
与強化の必要性が指摘されているところであり、広域連合の財政運
営に大きな影響を及ぼす事項について事前に都道府県に助言等の
機会を付与させる本規定を廃止することについては、慎重に検討する
必要がある。
また、後期高齢者医療制度については廃止することとしており、廃止
後の制度のあり方については、今後、厚生労働大臣の下に検討会議
を設置し議論を進めることとしていることから、当該規定の取扱いにつ
いても、こうした議論の中で検討していくことが適当。

（厚生労働省）
平成22年通常国会

13 ○※
5※：１②のうち、下破線部非該
当により「事前報告・届出・通

知」を許容

5※（2項3号、4号に係る部分について
厚労大臣に対して行うもの）

×（その他）
第3項第4条

林業労働力の確保
の促進に関する法
律

4

水道法1320

見直し対象項分野 条法律通番

協議（大臣）

第３次勧告

地方要望分

貴府省の対応

可否 法改正時期又は対応案等備考講ずべき措置
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(c)　計画等の策定及びその手続　＜厚生労働省＞

（整理記号）

20 44 医療法 第30条の4 第2項 医療計画の内容 c2
①（10号～12号に係る部

分）
×（その他）

メルクマールⅴ：4号～8
号
基準病床数の算定に当
たり独自に加減算できる
よう見直し

※

(1)　○
9号、13号

(2)　×
1号～3号

(1)平成22年通常国会

(2)都道府県が医療計画で、四疾病五事業（がん対策、救
急、周産期、小児医療等）に係る目標（１号）、四疾病五事業
に係る医療機関の役割分担・連携体制（２号）、同体制に関
する住民への情報提供の推進方策（３号）を定めない場合
は、がん対策、救急、周産期、小児医療等において、地域の
病院・診療所の役割分担・連携が図られず、中核的な病院に
患者が集中し、当該病院及びそこで働く勤務医の過重な負
担が改善されないおそれがある。地域全体で効率的に良質
な医療を提供する体制を確保し、国民の生命と生活を守るた
め、当該規定は存置することが必要。
なお、全国知事会の要望は、第三次勧告の内容とは異なり、
全国一律の算定による基準病床数の設定について「都道府
県が地域医療の実態を踏まえて病床削減・増床ができるよ
う、廃止すべき」というものであり、同要望については、「各都
道府県の次期医療計画の策定時期にあわせ、平成23年度
までに結論を得る」こととしている（平成20年６月20日地方分
権改革推進本部決定）。

第３次勧告

地方要望分

貴府省の対応

法律分野 通番 法改正時期又は対応案等可否講ずべき措置見直し対象 備考条 項
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